
令 和 ５ 年 １ ２ 月 ８ 日

令和６年度青梅市予算編成方針

１ 国・都の予算編成の概要

国の令和６年度予算の一般会計概算要求は、歳出全般にわたり、施策

の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆

に重点化することとし、１１４兆円超となり、過去最大となった。

また、地方交付税については、１８兆５，６００万円余となり、前年

度当初予算に比べ、２，０００億円余、１．１パーセントの増となって

いる。

東京都は、「予算の見積りについて（依命通達）」において、「変化する

社会情勢の中、東京・日本の輝かしい未来を切り開くため、産業や経済、

社会の構造転換に挑み、一人ひとりが輝く明るい「未来の東京」を実現

する予算」として編成するとしている。

また、経費の見積りに当たっては、「全ての施策及びその実施体制につ

いて、変化する社会情勢を十分に踏まえ、事後検証を一層強化し、制度

や事務事業の根本に立ち返り、必要性や有益性等を厳しく吟味するとと

もに、抜本的な対策が必要な見直し・再構築を確実に行うこと。また、

経費の見積りに当たっては、最少のコストで最大のサービスを目指し、

民間の発想に基づく様々な手法を取り入れるなど、今まで以上に創意工

夫を凝らし、引き続きコストの縮減を図るとともに、質の確保やサービ

スの向上の観点も踏まえつつ、過去の決算や執行状況について徹底した

分析・検証を行い、事業の評価や実績を踏まえた見積もりとすること」

としている。

２ 青梅市の財政状況および見込み

令和４年度一般会計決算において、財政の弾力性を示す経常収支比率

は、前年度に比べ０．２ポイント悪化し、９３．３パーセントとなった。

都内２６市平均９０．４パーセントに対し、２．９ポイント差、また、

２６市中２０位となり、依然として厳しい状況にある。

基幹財源である市税収入は、個人市民税、法人市民税、固定資産税の
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増などにより、前年度に比べ３．１パーセント増の１９９億９，０００

万円余となったものの、５年連続で２００億円を下回っている。

性質別歳出では、前年度に比べ、投資的経費、補助費等、繰出金、物

件費などが増となる一方、積立金が減となった。

なお、令和４年度においては、財政調整基金の取り崩しによる財源調

整は行わずに済んだものの、赤字地方債である臨時財政対策債７億２千

万円余を借り入れ、財源対策をしたところである。

令和６年度以降は、高齢者の増に伴い、後期高齢者医療や介護保険に

かかる繰出金、扶助費や補助費等の増が見込まれるほか、文化・教育施

設の整備や公共施設等の維持補修などを進めていくこととなり、引き続

き、経常的経費の抑制は急務となっている。

別紙「令和６年度財政見込概要」のとおり、厳しい財政状況となるこ

とが見込まれる。

３ 予算編成の基本方針

令和６年度予算は、「第７次青梅市総合長期計画」に掲げる将来像「美

しい山と渓谷に抱かれ、東京に暮らす 青梅」ならびに３つの基本理念

「豊かな自然と都市機能が調和した持続可能なまち」、「多様性を認め合

い、みんなが健やかに暮らせるまち」、「歴史と文化を継承し、人も産業

も育むまち」の実現に向けて、以下の３項目を基本方針として編成する。

なお、市が直面するさまざまな課題に対し、優先順位をつけ、重点的

に取り組むべきものに注力するため、予算要求に当たっては、「第６次青

梅市総合長期計画」のもとに推進してきた既存事業について厳しく検証

したうえで、新たな総合長期計画が策定されたことを契機として、大胆

な発想のもと事業の見直し、再構築を行うこととする。

(1) 総合長期計画等の推進

「第７次青梅市総合長期計画」の基本計画に掲げる施策については、

引き続き、「１０年後のあるべき姿」の実現に向けて、施策の方向性に

沿って、関連事業を積極的に展開する。

なお、「第２期青梅市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（青梅市デ

ジタル田園都市構想総合戦略）に設定された重要業績評価指標（ＫＰ
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Ｉ）の目標達成についても留意すること。

(2) 重点事業への取組

人口構造や社会環境の変化に対応し、「選ばれ続ける青梅」を創出

するため、以下の５項目を重点事業とし、着実に取り組む。

ア 少子化対策と子育て・学びの充実に向けたまちづくり

〇結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の強化

〇子育てしやすい環境や学びのしやすい環境の整備

〇次代を担うこども・若者による意見表明や提案機会の充実

イ 地域共生社会の具現化に向けたまちづくり

〇重層的支援体制の整備

〇見守り支え合う体制づくりの強化や、居場所づくりや生きがいづ

くり、雇用や社会参加の場づくりへの取組

ウ ゼロカーボンシティの実現に向けたまちづくり

〇公共施設等における再生可能エネルギーの導入促進や、省エネル

ギー対策の推進

〇森林環境譲与税や森林経営管理制度を活用した森林整備

〇ごみ減量・資源化や、循環型社会の形成への取組の強化

エ 地域社会や地域経済の活性化に向けたまちづくり

〇青梅駅前周辺地区や青梅インターチェンジ周辺地区における都

市計画事業の推進

〇東青梅１丁目地内諸事業用地における市民ホール等複合化施設

整備等の促進

〇公共交通の利用促進や、新たな公共交通の導入への取組

オ 地域振興と移住定住の好循環に向けたまちづくり

〇観光資源の活用による、居住意向への働きかけ

〇企業誘致による雇用機会の拡大

〇地域活動等のつながりを契機とする、居住継続への取組

(3) 持続可能な行財政運営の確立

限られた予算・人材で最少のコストと最大のサービスを実現してい

くためには、国や都の動向を注視して財源の確保と獲得に努めるとと
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もに、事務改善により時間外勤務時間の削減を図るなど、常にコスト

意識を持って臨む必要がある。

行財政改革のガイドラインとなる「行財政改革推進プランＯＭＥ」

にもとづき、「社会情勢に対応した行政サービスの推進」、「時代の変

化に適応した組織と人材育成」、「将来を見据えた戦略的な財政運営の

推進」を重視し、行財政改革を推進する。

また、「スマートローカル青梅」にもとづき、デジタル技術の活用

による市民サービスの向上と業務の効率化を推進する。

厳しい財政状況を好機とし、行財政改革や自治体ＤＸを推進し、健

全で安定的な行財政運営の実現に取り組んでいく。

４ 予算要求基準

令和６年度予算要求に当たっては、すべての事務事業について、所管

課長を評価者とする行政評価（事中評価）を行い、事業の進捗状況や成

果などの分析を着実に実施するとともに、社会状況の変化を踏まえ、事

業の必要性、効率性、有効性を十分に検証する。

評価結果を受けて、事業の見直し（廃止、休止、縮小等）や再構築（統

合等）が必要となる場合は、予算要求に必ず反映させること。

経常的経費については、原則として、課単位で令和５年度当初予算を

上限額とする。

ただし、事中評価や過年度決算状況などを踏まえ、事業実績が目標を

大きく下回るものなどについては、原則として１０パーセント減の範囲

内を上限額とする。

なお、物価上昇に伴う増額分については、適切に見積りを行い、予算

要求に反映させること。（令和５年度当初予算額の上限額の対象外とす

る。）

新規・拡充事業等については、事業の必要性等を見極めるとともに、

事業の手法や効果の分析、積算根拠の精査、後年度への負担等の見積り

を適切に行い、資料を提出すること。

以 上
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別紙

 一 般 会 計              （単位：百万円）

令和５年度

当初予算額 見込額 増減額

 １ 歳　　入                54,400 54,792 392

 ① 一般財源等 33,668 33,636 △ 32

 ② 特定財源　 20,328 20,867 539 事業債 0

 ③ 財源対策分 404 289 △ 115

 ２ 歳　　出    54,400 57,438 3,038

 A 指定経費 43,885 45,026 1,141

 B 政策的経費 4,074 5,637 1,563

 C 経常・定型的経費 6,441 6,775 334

  財源過不足　１－２ 0 △ 2,646 △ 2,646

※ １　市税は令和４年度決算額と同額を見込んだ。

※ ２　令和６年度推計は、財調取崩、公共基金取崩を0円とした。

※ ３　政策的経費は、債務負担工事等義務的経費のほか、青梅駅前地区再開発事業等進行中の事業経費を見込んだ。

※ ４　使用料および手数料の見直し（特別会計を含む）については、見込んでいない。

 ※  参 考

１ 一般会計からの他会計への繰出金＜病院事業会計への出資金を含む＞              （単位：百万円）

令和５年度

当初予算額 見込額 増減額

 他会計繰出金等 7,811 7,957 146

 国民健康保険会計 1,884 2,038 154

 後期高齢者医療会計 1,890 1,959 69

 介護保険会計 1,748 1,823 75

 下水道事業会計 1,108 1,236 128

 病院事業会計 1,181 901 △ 280

２ モーターボート競走事業会計から他会計への繰出金              （単位：百万円）

令和５年度

 一般会計への繰出金 2,900

３ 主な基金の残高および取崩見込              （単位：百万円）

令和５年度※

 ① 財政調整基金       9,129 0

 ② 公共施設整備基金       4,591 0

 ③ ふれあい福祉基金 347 0

　合　　　計　①＋②＋③ 14,067 0

※９月補正後の見込

令和６年度　財　政　見　込　概　要

令和６年度

普通交付税（R5算定額）

臨時財政対策債（R5交付限度額）

令和６年度

区 分 令和６年度 備     　考

2,600

区 分 令和６年度取崩見込 備     　考

区 分 備     　考

区 分 備     　考
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